
（別添 1)

一般財団法人民都大阪休眠預金等活用団体

懸念事項等の考え方

① 評議員の構成について、分野、性別でやや偏りがある。専門性・技術的基

礎は確認できるが、多様性に懸念が残るとの指摘がある。これらに対する考

え方を伺いたい。

（回答）

申請書「定款変更の案」の第14条に「この法人に評議員3名以上25名以内を

置く。」としているのに対して、現行の評議員及び指定後評譲員を合わせて

定員の約半分に留めています。同じく「定款変更の案」の第15条第4項、 5

項には

「4 理事会が評議員を推薦するに当たり、理事会が別に定める細則に基づ

き以下の各号の一の団体から推奨する者各々1名を限度に推薦を依頼するこ

とができる。

(1)休眠預金活用推進議員連盟

(2)細則に定める経済団体

(3)細則に定める金融機関を構成者とする団体

(4)細則に定める労働組合を構成者とする団体

(5)細則に定めるメディアを構成者とする団体

5 前項において推奨された者に対して理事会は評議員候補者とすることに

ついて甚斗酌しなければならない。」と具体的に各団体から推奨を頂戴するこ

ととしております。これは、内閣総理大臣の指定前に、この部分の人事を完

成させようとすると、別の権威に頼るか、知り合い等に限定される恐れがあ

ると判断したからです。さらに細則では、例えば経済団体なら北海道の団体

から、労働組合なら沖縄の団体から推薦を依頼することなどの、地方の関与

の具体的な手順を定めております（申請書「評議員議事細則」第20条から

第23条）。指定後は、この定款に従い、上記の団体へ追加的な評議員を加

え、平成31年度からは20名弱とする予定です（業務実施計画25頁26頁）

また、ジェンダーバランスについては現況においてご指摘と同じ懸念を有

していますが、上記の追加の中で解消されるものと期待しております。万一、

それでも解消されずに全体のジェンダーバランスが悪い場合にあっても、同

じく「内閣総理大臣の指定」の権威によって女性の評議員をさらに追加的に

増やすことが可能なように評議員定員数を定款に定めております。以上から

地方を含む全国民が納得するオールジャバンの構成になっているものと確

信しております。
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② 代表理事はマネジメント面での実績が明らかではなく、その点を懸念する

という指摘がある。これに対して、考え方を伺いたい。

（回答）

本件は評議員会が理事選任の権限を有し、理事会が代表理事選任の権限を有

すことから、別紙 1、2にそれぞれ堀井評議員、池内理事が代表理事のマネ

ジメントカについて記載をし、理事会の決議を経て回答とさせていただきま

した。

③ 職員の構成につき、特定の団体から多くの職員が出ており偏りがあるとの

指摘がある。これに対する考え方を伺いたい。

（回答）

「休眠預金等交付金に係る資金の活用に関する基本方針」（平成30年 3月

30日内閣総理大臣決定。以下「基本方針」という。） 22頁に「役職員につい

ては、（中略）特定の団体や分野の出身者に偏らないようにしなければなら

ない」となっておりますので、多様な職員構成にするためにどのような手順

を踏むべきかをしっかりと検討しました。その場合に、職員が元の職場で有

していたちょっとした文化的な相違に伴う軋礫を軽視することはできない

と考えております（申請書「準備行為実施計画」 2頁）。とりわけ、指定活

用団体はスタート時から大変重要な業務を集中的にこなす必要があります。

そこで、スタート時は極力少人数とし、大阪NPOセンター関係者を多数派と

する一方、管理職にガバナンスに実績のある関西大学の重責ポストの関係者

を配置しております。また両法人文化の衝突を避ける観点からも、理事長は

常勤で事務総長という事務の統括を兼ね、出身母体間でのルールの甑輛が万

一生じるような場合の「行司役」として、機能することも想定しております。

その上で「内閣総理大臣の指定という権威」を取得後、両法人以外の人員

を増やすことで、基本方針との整合性を保つような現実的な人員計画を作成

しました（申請書「準備行為実施計画」 2-3頁）。また、民間出身者が「み

なし公務員」となることなどから、職員はただでさえ文化的な軋礫にさらさ

れることにも十分に配慮しています。現在の計画では 2020年 9月1日まで

に職員はゆっくりと 18名にまで拡大させる予定です。大阪NPOセンター関

係者は当初の人数より増やすことはなく、現実的な形で徐々に一層の多様性

を確保する予定です。また、新規職員はどんな能力であっても、一旦は総務

部に所属させ、関係法令、規程、特に倫理規程などについて、共通の理解を

持たせることで、文化的な融合化を図っていくこととしています（申請書「業

務実施計画」 18頁）
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④ 代表理事の報酬について、預金保険機構を参照する理由を伺いたい。また、

事業計画において、660億円の運用資金収入とあるが、その考え方を伺いた

しヽ。

（回答）

【前段部分：代表理事の報酬】

本件は評請員会の決講事項ですので、堀井評犠員から別紙3、また、島田

監事の意見を別紙4 (後段部分も含む）に回答をさせて頂いております。

また、報酬額案は、中立・公正という観点から論理的に請輪し合って評講

員会で出された結論です。したがって、我々がこだわっているのは、額では

なく、あくまで論理です。もし、上記の諭理構成以外の良い方法があれば是

非教えて頂きたいと思います。予算は内閣総理大臣の認可事項であり、原案

に拘泥するつもりは全くありません。必要とあらば、理事長の報酬について

は評請員会に再考を求めることも吝かではありません。

なお、先の面接の場で、同種の質問を受けたときには「このような報酬は

資金分配団体との差が開く」というご指摘を受けましたが、現在存在すらし

ていない「資金分配団体の報酬・給与水準」を如何にして想定しているのか、

公正の観点からご質問頂いた委員に機会があれば是非お教えいただきたい

と思っております。

【後段部分：運用資金収入の考え方】

民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律

（以下「活用法」という）第29条第1項に

「指定活用団体は、民間公益活動促進業務に係る人件費その他の内閣府令で

定める事務に要する経費の財源をその運用によって得るために運用資金を

設け、休眠預金等交且金；のうち運用資金に充てるべきものとして交付を受け

た金額及び第三項の規定により組み入れた金額をもってこれに充てるもの

とする」とあります。

そこで約700億円の交付金が交付されるものとして、助成金40億円を除

く。660億円を予算計上したものが、「交付金運用資金収入」です。

一般に公正妥当とされ広範に使用されていた資金収支会計、例えば、昭和

6 0年公益法人会計基準では、別表にて、「基本財産として指定された現金・

預金収入」は、「寄付金収入」や「預金収入」ではなく、「基本財産収入」の

勘定科目を充てることが定められていました。今回の場合、法律でわざわざ

「運用資金に充てるべきもの」とされたことを鑑み、「基本財産に充てるペ

きもの」として受け入れたものではないため、「基本財産収入」の勘定科目

は使用しておりません。その代わり、今回の資金の新規性を考え、「基本財

産収入」と同様の考え方で、法律の文言を正確に反映した勘定科目として「交

付金運用資金収入」を使用しております。

3
 



なお、この運用資金は、運用先を法律に則り公正に選定後、平成20年公

益法人会計基準における「特定資産」として運用します。これらは公益社団

法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則（平成十九年内閣府令

第六十八号）。以下「認定規則」という）の第22条第 1号の「公益目的保

有財産」及び同2号の「管理業務に使用される財産」に相当し、いずれも「控

除対象財産」として遊休財産額から控除されます。

なお、面接時に「（認定基準である）遊休財産規制に引っ掛かる」という

委員からの指摘は、「公益認定を受けての指定活用団体」という我々の主張

を頭から全面否定するものでございました。その場でご説明させていただい

た通り、遊休財産とは「公益目的事業又は公益目的事業を行うために必要な

収益事業等その他の業務若しくは活動のために現に使用されておらず、か

つ、引き続きこれらのために使用されることが見込まれない財産」 （公益社

団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成十八年法律第四十九

号）以下「認定法」という）第 16条第2項）であります。他方、指定活用

団体は、「休眠預金等交付金を民間公益活動促進業務に必要な経費（人件費

その他の内閣府令で定める事務に要する経費を除く。）以外の経費に充てて

はならない。」（活用法第二十七条）とされ使途が法令で公益活動及び管理費

に使用することがすべて指定されており、本法人のように法令以外の活動を

予定していない法人は、法に触れることをしない限り、認定法上の遊休財産

は全く発生しないものと考えます。

第9回休眠預金等活用審議会において指定活用団体が、一般財団法人とす

るか税の優遇措置がある公益財団法人とするかは申請団体の自由とすると

の結論を出しながら、指定活用法人が実際に公益認定を取得する前提で申請

したところ認定基準に抵触するという冒頭からのご指摘には非常に驚きと

戸惑いを隠せなかったことを付記しておきます。
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⑤ 資金分配団体の法人格を認定NPO法人や公益法人に限定することで、制度

に参加・活用できる層が狭くなる可能性がある点につき、どのように考える

か伺いたい。

（回答）

資金分配団体の資格を認定NPOや公益法人などに限定するのは以下のよう

な利点があるからです。

1 . 民間公益を行う団体が相対値基準による認定NPOだった場合に、助成

を行うことで認定基準を割り込む可能性が回避されます。

2. 監督を行うにあたって、資金を回収する場面も出てくると考えますが

状況によっては、残余財産の贈与先を定めた認定法5条 l7号に該当せず

に、回収が法的にできなくなる心配がありません。

3. 休眠預金等の活用においては、反社会勢力の排除、関係遮断は絶対果

たすべき最重要課題であるので、民間法人同士の契約書の効力だけで行うこ

とは適切ではなく、警察庁長官等への意見照会が担保されている制度を活用

することは当然の対応・措置であると考えます（申請書「業務実施計画」 2

1頁）。

次に対象が狭くなるのではないかという心配に回答します。

1 . 現行でも全国各地に以下の法人数があります。 ． 

認定NPO法人： 1, 030法人（内閣府平成30年 9月14日現在）

公益法人： 9, 564法人（内閣府平成30年 8月末日）。

その他の法人もあります（申請書「業務実施計画」 43頁44頁）。

2. 休眠預金等活用審議会で議論されていたような新しいネットワークを作

って資金分配団体になるのならば、一般社団ないし財団法人を作り、公益認

定を受ければ大丈夫です（認定NPO法人でも同様）。内閣府の公益認定の標

準処理期間は4か月ですが、出口が内閣府公益認定等委員会常勤委員だった

時に東日本大震災が発生し、この時には申請から数週間での認定の実績もあ

ります。休眠預金活用法も公益認定法も特定非営利活動促進法も立法趣旨は

同方向であり相互に、活用・連動させることが自然であり、望ましく、一般

社会からの理解も受けやすいと考えます。

3. また、資金分配団体に対する「選定」と「助成」は基本方針において区

分されており、それに従って 民間公益活動業務規程を作成しております。

言い換えれば、資金分配団体に対する選定と助成金額の決定、送金との間に

は時間差が生じます。資金分配団体に対する選定に当たっては、公益認定（認

定NPO法人等）の申請中のものも対象にして、実際の助成については認定後

とすることで、より幅広い層が参加可能となると思います。

。



4. また、公益認定申請、認定NPO申請についての伴走支援担当を事務局

内に設置しております（申請書「業務実施計画」 34頁）。

5. なお、第9回休眠預金等活用審議会において事務局の発言「収支相償

の制度自体について、ソーシャルセクターの中で、様々な御議論があるとい

うのは、十分承知しております」ということについては、認識を共有してお

ります。しかしながら、それは制度上の問題ではなく、あくまで運用上の問

題であり、その誤解を払拭するために、出口正之 2018『公益認定の判断基準

と実務』を上梓しております。

一般社会からは公益法人制度という制度がありながら、休眠預金の資金に

ついて重要な役割を担う資金分配団体を一般財団法人のままで活用するこ

とについては、決して理解は得られないと考えております。

⑥ 立法時の趣旨や国民一般から見ても中立・公正な業務運営の実効性を、ど

のように担保していくのか、具体的な仕組みや対応方針を伺いたい。

（回答）

業務の中立・公正な運営は、次の各面から担保することとしております。

1 . 倫理規則の遵守（行動規律の遵守• 利益相反取引の排除）

2. 役員及び職員の利害関係者（助成先等）からの独立性の確保

3. 組織運営の透明性の確保（コンプライアンス・内部統制・監査・役

職員の教育研修等の適切な実施）

4. ICTを活用するなどしながらの幅広い関係諸方面の意見の取り入れ

5. 法人の業務内容や助成事業の成果及びその分析等についての適時・

適切な情報開示

（考え方）

中立的であるか、公正であるかを最終的に判断するのは国民一般です。し

たがって、その要は情報公開にあると思います。弊財団は設立時から一貫し

てホームページによる情報公開に努め、すでに指定後の会計監査人について

は公募の上の手順に従って選任しております。申請後についてもホームペー

ジを活用し、申請の事実のほか、休眠預金の金融機関からの引き出しの呼び

かけの他、申請の理由を含む FAQ、休眠預金活用議員連盟への謝辞などを公

開しております。いくら指定活用団体が中立・公正に務めたと自ら思ってい

ても、情報を秘匿するのでは、社会一般からの理解は得られないと考えます。

第二は、「手続的清廉性」です。公正であることを他者に理解してもらう

ことについては、実質面だけではなく、「デュー・プロセス」が極めて大切

だと考えております。

第三は、制度的な担保です。私どもがその傘に入ろうとしている公益認定

法には公正性を担保する認定要件として、例えば特別の利益供与を禁じる 5

条3号、 4号などが法令として存在しております。
h
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すぐ取消となる重大な欠格事由も 6条で担保されていますし、そのために、

警察庁長官等のへ意見聴取（公益認定同第8条）などが制度的に組み込まれ

ています。また、指定活用団体以下の団体は民間団体であり、契約書の効力

だけで監督を行うことは自ずと限界があります。まず、指定活用団体及び資

金分配団体が公益法人ないしそれに準ずる制度的な担保のある法的枠組み

の中に入ることが、休眠預金全体の業務運営の公正性の実効性を高めること

になると考えます。

第四は、中立性の担保としては、委員会方式と国民参加です。我々の提案

は「クロスボーダー選考」と称して、一般人を選考のプロセスに参加しても

らいます。但し、そこで不正が起こらないように、日本を東日本、西日本に

分け、東日本の方は西日本の団体に、西日本の団体の方は東日本の団体の選

考に参加していただきます。理事は最終的な決定の責任は取りますが、選考

プロセスには関与しないことで中立性を担保していきます（申請書「業務実

施計画」 15頁）。

第五は、評価に対する信頼の確保です。我々は「無理をさせない評価」を

考えております。社会的インパクト評価は重要で、国民一般からは、「評価

に不正はないのか」という疑念が必ず向けられると思います。そのことに規

模の大小に係らず、各団体がしっかりと公正な評価を心がけ、説明責任を果

たせるように、団体に応じた評価手法を取れるようにしております（申請書

「業務実施計画」。

第六は、指定活用団体内部のガバナンス・コンプライアンスの徹底です。

役職員は民間部門から登用されていますが、休眠預金等活用法第二十五条の

刑罰に関する公務員みなし規定をはじめとする法規、基本方針の理解、コン

プライアンス、ガバナンス、個人情報保護の研修などを採用時に実施を予定

しております。また、役職員各自が現在有している規範と法規のずれが生じ

る可能性があることについて十分な注意を喚起させる予定です（申請書「準

備行為実施計画」 51-52頁）。
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⑦ 5年後見直しを念頭に、休眠預金等活用制度の良さ・納得感が、ソーシャ

ルセクターや一般に広く共有されるための業務の進め方について、具体的な

仕組みや対応方針を伺いたい。

（回答）

「ソーシャルセクター」の用語は休眠預金等活用法にはなく、基本方針には

「ソーシャルセクター（公益活動に係る分野）」（「基本方針」 21頁）の用

語だけが登場するだけです。ソーシャルセクター自体のイメージが国民的に

共有されているとは思えない状況があると考えております。とりわけ、この

概念が基本方針に盛られた「公益活動に係る分野」という「包摂的概念」な

のか、新しい動きだけを切り取る「排除的概念」なのか、使用する人によっ

て異なっていることが大変な課題だと考えております。

そのようなこともあってか、審議会の委員の方々が大変頑張っておられる

のはわかるのですが、休眠預金等活用の話は地方では全く共有されておりま

せんでした。驚くほどごく一部の人しか関心を有していませんでした。そこ

で、我々は地方からの内発的な動きを感知するために、プレークダウン担当

方式の事務担当制を敷きます（申請書「業務実施計画」 15頁）。これは、

「ばら撒きにせずに全国に浸透させる」という二律背反の状態を解決するこ

とを可能とする方法です。これは全国を二区分、四区分、六区分と時間軸で

分けて行き、内発的な申請をじっくりと待ちながら誘発する方法です。その

ためには、初年度は全国八箇所で、資金分配団体申請の説明を行います。翌

年は応募状況を見て空白地で実施するという方法を取ります。

この作業を通し、休眠預金を有している国民全体に、「我々のものだとい

う意識」（これを"We-feeling"といいます）を醸成していきます。地方の

団体が手を上げることによって「納得感」を醸成していくことになろうかと

思います。また、「良さ」については、ソーシャル・イノベーションを目指

す方向が基本方針にしっかりと記載してありますので、粛々とそれを実行し

ていくことで可能だと思います。但し、 5年後においても「ソーシャルセク

ター」の概念が全国民的に共有されなかったり、仮に、排除的な概念として

一部のグループだけで相互に良さを共有するようなことになったりすれば、

国民的な理解は得られず、持続可能な制度とはならないと思います。とりわ

け、東京とパイプのある団体だけが助成を受けられるのではないかというよ

うな疑念をもたれないように、内発的な提案を細かく評価していくことが重

要だと思っています。
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⑧ 申請団体は複数団体が応募しているが、一団体が選ばれることで、休眠預

金を活用した民間公益活動へのオールジャバンの取組が阻害される懸念は

ないか。また、今後、指定された場合の対応方針があれば、考え方を伺いた

し＼。

（回答） 公募している以上、多くの団体が応募することがその国の民度の

力を示すものと考えております。東京ばかりが申請して、仮に地方から一団

体も申請がなければ、全地方が東京一極集中を事実上是認することになりま

すので、そのことは日本のためにもならないという思いが地方から沸き起こ

り、我々はそれを受け止める形で申請しております。したがって、一団体だ

けが申請する事態や複数申請であったとしても東京の団体だけが申請する

ような事態と比べると、我々の申請は好ましい方向に向かわせたと自負して

おります。また、申請のハードルは申請してみないと分からないと思います

が、非常に高いものがありました。私どもとしましては、その高いハードル

を越えた他の申請団体にも敬意を持って接したいと思っております。

複数申請で唯一想定される欠点は、競争が激化した結果、勝者と敗者のグ

ルーブ間で亀裂が入る事態でしょう。この点については、私ども地方からの

申請ですので現時点でのその実感はありません。そうはいっても、申請後の

亀裂が起こりうるかもしれないということは、申請段階から想定しておりま

した。そこで、人事を完成させた状態で申請するのではなく、この制度に思

いを持つ人を受け入れられるだけの余地を設けて申請しております。申請書

の中で「内閣総理大臣の指定という権威」（申請書「業務実施計画」16頁）

を有した後、人事を完成させるということは、指定後にまさに全国から人材

を集めるつもりにしているからです。仮に我々が指定された場合には、他Q
申請団体に名を連ねた者であっても、我々とともに民間公益のために尽くし

たいという意欲や能力があるならば、我々はいつでも門戸を開けて待ってい

ます。指定を受ければ、法人の名称を民都大阪休眠預金等活用団体から日本

休眠預金等活用団体に変更する計画であるのはそのためです（申請書「設立

趣意書」 3頁）。また、資金分配団体については、公募にかかることから、

申請の段階から特定の団体を想定することは一切しておりません。したがっ

て、我々が指定活用団体となったときには、すべての団体が等距離を保った

まま資金分配団体として挑戦していただけることになります。

本回答書は別紙1-4を含めて理事会決講を経て提出しています。

:：：: 般
，
 



別紙 1 

＠ 代表理事はマネジメント面での実績が明らかではなく、その点を懸念する
という指摘がある。これに対して、考え方を伺いたい。

く設立準備委貝段階での議綸評議員堀井良股＞

骰立準備段階では、誰を代表理事にするかということについて十分な9位論を行いました。

堀井は NHKという大組織の大阪放送局艮さらに NHKの理事を経験し、さらにその後

20年近く関西・大阪21批紀協会の代表理l!r.をしています。その経験から言うと、大組織の

マネジメントカと、小組織の公益財団法人とりわけ役職貝の出枕母体が異なる組織のマネ

ジメントカとは異なることを実感しています。

出口は研究者でありながら、財団法人の耶務局長、社団法人のJ!!-務理事を経験し、上記の

ことについても熟知しています。さらに、 90カ国の人々が会且となっている国際組織ISTR

（木部米国）の会長も経験しています。とりわけ、 ISTRについては、アラプ人とユダヤ人

など様々な民族の理事がいる中で、反米感情の中から米国の本部の第三批界への移転問題

が理事の中で勃発したときにも、知識に茄づく見事なマネジメントカを駆使して問題の収

束を図った兄事な実絞を有しています。

当初、 出口からは堀井の経験を買って堀井を代表理事に推しておりました。しかしながら、

今回の組織は全く未知の組織であり、公益法人をはじめとする他の非営利法人、ソーシャル

セクターに関する深い知識、さらに、内閣府公益認定等委員会委只として政府側の立楊をも

経験している出口を措いて他に代表理事はありえないということで一致しております。と

りわけ、原丈人は「出口さんが代表理耶を務めなければ人はついてこない」と強い口胴で送

巡している出口を説得しております。

その後の実際のマネジメントカは全く期待に背かないもので、大阪北部地涙、台風21号、

台風24号などの予期せぬ災害が続く中、関西の猿鋲をはじめ瞬く間に様々な人を巻き込み、

指示をし、統率し、疾風の如く、申請するに至っております。

我々一堂この点は舌を巻いているところでございます。こうした点から、役只、評議員等

全く代表理事のマネジメン トカには全く不安を抱いておりません。

なお、本組織は大事な資金を預かりますので、個人のマネジメントカだけではなく、「組

織としてのマネジメントカ」を担保する必要があると考えます。その点からも生え抜きで学

校法人の理事長になった池内、若い頃からずっと企業の社長を務めていただけではなく、大

阪NPOセンターの代表理事を 20年以上務める金井の両名を理事にして万全を期している

ところでございます。
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② 代表理事はマネジメント面での実績が明らかではなく、その点を懸念する

という指摘がある。これに対して、考え方を伺いたい。

く代表理出選任の理由 理事池内啓三 （学校法人脚西大学理軍長）＞

定救上、代表理事は理事会で選任することから、理事として代表理事のマネジメン トカに

ついて所見を述べさせていただきます。

代表理祁は研究者であるとともに、官民を巻き込んで「民都大阪フィランソロピー会雌」

の立ち上げを実現し、その議長として、日木では初となる運動を展開しています。同会謙は、

大阪府 ・大阪市の公式会議体ですが、府 ・市の職且は、議長（代表理事）の指示のもとで同

会議を運営しており、大阪の財界や非営利団体を巻き込んで新しい価値や文化を創出しよ

うとする手腕は、類稀なものがあります。

また、弊財団の申酌にあたっては、大阪府北部地役による困難な状況の中、代表理事のマ

ネジメントカ、リーダーシップが存分に発揮され、限られた時間の中で必要な要件を整える

ことができました。木法人からは、外郭団体社長（元常任理軍）と現管財局長が指定後朦且

となりますが、両名に対しても、職務経験や適性を正確に見定め、最大阪にその能力を活用

しています。

前述のマネジメントカ、リーダーシップに加え、代表理事は、民間公益新動に関する幅広

い知見や学滋を有しており、公益法人制度をふまえた法人運営に精通していることから、幣

財団の代表理甜として最適任であると思飛いたします。幣財団は、代表理事のもと、我が国

の将来のためにチームー丸となって奔走することを目指しています。
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別紙3

＠ 代表理事の報酬について、預金保険機構を参照する理由を伺いたい。また、
事業計画において、 660億円の運用資金収入とあるが、その考え方を伺いた

い。

く評議只堀井良殷＞

代表理事（定款上は「理事投」ですが、以下法律上の用諾の「代表理事」と表現します）

の報酬についてのご質問ですが、本件は評議且会の決定であり、評議員会での議長を務めま

したので堀井から回答させていただきます。

役職只の報酬・給与規程をどのように設定するかについては、次の順序で考察しました。

まず、休眠預金のスキームで現に存在している団体は、預金保険機構しかありません。資金

分配団体は今後公茄で選定していきますので、現時点で参照することができませんn

他の法人等の給与規程については、それを参考にする租極的理由が見出せなかったので、預

金保険機構の給与 ・報酬体系を基礎とすることにしました。

次に、頼金保険機構の規程に基づき、これを和極的に上げる理由ないし租極的に下げる

理由を検討しました。検討の結果、どちらもないという結論に達しました。但し、地城手当

は異常に?J1いという意見が出たため、その半額としております。また、理事長報酬はあまり

に複雑な手当てによる計箕があり、給与計算時に間違える可能性があることから、 簡素化を

図って一部手当てを省いております。その結呆、代表理~l'.に渕しては預金保険機構代表理事

より絶対額では 1割以上低い額となっております。

さらに、これを代表理事の絶対額として妥当かどうか検討しました。その際、凪要なこと

は「代特可能性」です。代表理事は常勤職であり、鉦年700イ釦円の活用の全双任を負うこと

になります。また、本法人はガバナンスをしつかりする必要から、常時、立法趣旨に照らし

て、址適な代表理事であるかという観点から、ガパナンスを脳っていく必要があると考えて

おります。そうしますと、いついかなるときでも代表理事を代秤可能にするにふさわしい給

与 ・報酬体系を有している必要があると考えました。その結呆、絶対額としても妥当ではな

いかと判断しております。

なお、現行の代表理事は耶務総長の役職を兼務し、耶務総長の給与については無報酬とし

ています。これは、使用人兼務の給与を支給するとその部分が煕され、情報公開が不正確に

なるため、役以報酬としてしっかりと記載し、積梱的に情報公開しようとするための措屈を

取っております。
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別紙4

④ 代表理事の報酬について、預金保険機構を参照する理由を伺いたい。ま

た、事業計画において、 660億円の運用資金収入とあるが、その考え方を伺

いたい。

島田監事回答

代表理事の報酬については、堀井評謙員の書面と同意見です。

「運用資金収入」という勘定科目については、 資金収支会計上の勘定科目の

明示がないため、法律の用語に基づいて正確性を期すために、使用したもの

です。休眠預金等活用法及び関連猪法令で勘定科目名の規定がない以上、当

該勘定科目の意味内容の説明で妥当なものと考えます。

指定後もなお勘定科目名が関係法令で規定されないのであれば、計算書類上、

「運用資金収入」と表示し、注記の記載でその内容を明らかにする予定です。

以上

日 付：平成30年12月み？日

指定申猜団体名 ： 一般財団法人民都大阪休眠預金等活用団体

役職及び氏名 ： 監事




